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米国証券取引委員会への米国関係会社株式の登録(米国での売出し)に関するお知らせ 

 

当社の100％子会社で海外の計測機器事業を統括する持株会社OYO Corporation U.S.A.（以下、

OYO USA社と表記）の持分法適用関連会社であるOYO Geospace Corporation（米テキサス州ヒュー

ストン市、石油探査関連機器の製造会社で、1997年11月に米国NASDAQ市場にOYOGとして株式を上

場。以下OYO Geospace社と表記）は、OYO USA社の保有する同社株式の売出しを目的として、米国

東部時間11月14日に米国証券取引委員会（以下「SEC」と表記）への登録申請を行いましたのでお

知らせいたします。 

 

※ 一般的に米国において市場に対し募集または販売する証券は、SECに届出書(registration 

statement)を提出し、登録(registration)されなければなりません。登録申請に際しては、

SECに経営に関する重要事項や最新の財務内容を継続開示していることが資格要件となって

います。 

 

記 

 

１．OYO Geospace社株式のSECへの登録申請の概要 

①登録申請した書式   ：S-3 

②登録申請した株式の種類：普通株式 

③登録申請した株式の数 ：1,290,950株（登録申請時点における発行済普通株式の約20.3％） 

 

２．OYO Geospace社株式の売出しの理由 

OYO USA社は、統括する計測機器事業の各分野で、継続した成長を目指した事業展開を計画し

ており、OYO Geospace社の株式を売出し、売却資金を得た場合には、今後のOYO USA社が統括

している海外事業成長分野に向けて活用する予定です。 

 

３．今回の株式売出し後のOYO Geospace社と当社との関係 

SECへ登録後、OYO Geospace社株式の売出しが一部あるいは全て行なわれた場合、OYO 

Geospace社は当社の持分法適用関連会社ではなくなる予定です。 

なお、現時点では株式の売出し及び売出しの時期と総額が未定のため、今期の当社の連結  

業績に与える影響は未定です。 

以  上 
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（ご参考） 
OYO Geospace 社の概要 

(1) 名称 OYO Geospace Corporation 

(2) 所在地 7007 Pinemont Drive, Houston, Texas 77040, USA 

(3) 代表者の役職・氏名 Chairman, President and CEO  Gary D. Owens 

(4) 事業内容 

OYO Geospace 社、石油・ガス業界で使用される地震探査デー

タの取得、解析および貯留層評価とモニタリングのための装置

や器具の設計と製造を行っている。また、熱転写印刷業界で使

用される装置と印刷用フィルムの設計と製造を行っている。 
 

注） 

当該証券の書式S-3に基づく登録文章は、SECに登録申請されましたが、まだ有効とはなっ

ておりません。登録文章が有効になるまでは、当該証券を売却することも購入申し込みを受

け付けることもできません。登録文章が有効になった後に、OYO USA社は、登録された株式

の全てあるいは一部を、随時、一度にあるいは数回に分けて、種々の売り出し方法を用いて、

その時々の価格で売却することができます。 
登録文章を登録した時点では、OYO USA社は、登録した株式の全てあるいは一部の売出し

を行うかどうかに関して、最終的な決定を行っておりません。なお、登録文章が有効になっ

た後には、当該証券に関する印刷された目論見書が、OYO Geospace社の窓口（住所は上記を

参照）を通じて入手可能になります。 
この開示情報は、売出しの申し出や購入の勧誘を行うものではありません。また、当該証

券の販売がいかなる場所で行われた場合でも、登録が完了し効力を発効する前のそのような

申し出や勧誘、販売は、いかなる場所の証券法の下でも違法となります。 

 


